
令和４年５月１９日 

保 育 部 

  保育認定・調整課 

 

料金後納郵便料の支払い手続き遅延の発生について 

 

１ 事故の概要 

（１）判明日   令和４年５月１０日（火） 

 

（２）相手方   日本郵便株式会社 

 

（３）事故内容  保育認定・調整課入園担当では、保護者等へ発送する郵便物の郵便料

金を後納支払いとしており、令和４年３月分請求書を４月１２日に相手

方より受理し、４月２８日の支払期限日までに支払うこととなっていた

ところ、担当職員が支払い手続きを行っていなかったことが５月１０日

に判明した。 

 

２ 事後の対応 

事故判明後、令和４年３月分請求額（２９０，１４６円）について、５月１３日に相

手方への支払いを完了した。支払期限日を経過しても支払いを完了していない場合には、

支払期限日の翌日から支払いの日の前日までの日数について、年１４．５パーセントの

割合で計算して得た額を延滞利息として支払うことになっており、４月２９日から５月

１２日までの１４日間についての遅延損害金（１,６１３円）の支払いを予定している。 

 

３ 事故発生の原因 

支払期限日までに郵便料金を支払うこととなっていたが、４月当初の担当者の変更に

伴う業務引継ぎを徹底していなかったことが原因である。 

 

４ 今後の再発防止 

担当職員に対しては、金銭会計処理におけるミスの影響を十分認識し、適正な事務処

理を行うよう指導した。 

また、係内にて、定例支払い業務の支払い状況チェックリストを作成し、担当職員及

び担当係長で進行管理を徹底するとともに、支払期限日の備忘として、事務用パソコン

の予定表示機能の活用や、定例会議にて課長又は係長による支払い状況の確認を行うな

ど、再発防止に取り組む。 

さらに、課内の職員全員に対して、事務処理を適正に行うよう注意喚起をし、チェッ

クリスト作成や定例会議における確認等、事故発生防止体制の構築を指示した。 
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